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#10-24 

【６月５日～６月１１日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年６月１５日 

在ウクライナ大使館 
 

● ６日、ヤヌコーヴィチ大統領のギリシャ訪問 

● ８日、ヤヌコーヴィチ大統領の第３回アジア信頼醸成措置会議（ＣＩＣＡ）サミット参加 

 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼司法改革 

・５日、ポルトノフ大統領府副長官は、司法改革は最高裁判

所の地位を憲法上の要求にあわせるものと発言。この改革

により控訴審の扱いが均一化され、最高裁判所の裁判官の

人数が削減され、裁判官の任命制度が変更されると説明。 

・８日、ＢＹＴはヤヌコーヴィチ大統領に対し、「司法制度及

び裁判官の地位に関する法律」をヴェニス委員会に提出す

るよう要求。 

・１０日、最高裁判所は、５月に発効した「最高法務評議会に

関する法律」に規定される権限の合憲性について、憲法裁

判所の審査を要求。オノペンコ最高裁判所長官は、最高法

務評議会の裁判官に対する影響力が大きく成りすぎるとして

懸念を表明していた。 

▼ＴＶ局 

・８日、ＴＶ局「５カナル」職員は、ヤヌコーヴィチ大統領に対

し、同局をホロシコフスキー国家保安庁長官の圧力から保

護するよう要請する公開書簡を発出。ホロシコフスキー国家

保安庁長官は、インテル・メディア・グループを保有してい

る。 

・８日、ホロシコフスキー国家保安庁長官は、「５カナル」ジャ

ーナリストに対し証拠の提出を要求。 

・８日、インテル・メディア・グループがＴＶｉ及び「５カナル」

への周波帯付与にかかる１月の国家ＴＶラジオ評議会の

決定を不服として裁判に訴えていた裁判で、裁判所はイ

ンテル・メディア・グループの主張を完全に肯定。ステツ議

員（「５カナル」オブザーバー評議会委員）は、裁判所の判

決は、事実上「５カナル」、ＴＶｉ及びその他のＴＶ局のライセ

ンスを剥奪するものと非難。 

・８日、ＴＶｉ局のジャーナリストは、ホロシコフスキー国家保

安庁長官の職権濫用を調査するため、最高会議に委員会を

創設するよう要求。 

・８日、「５カナル」及びＴＶｉは、キエフ地区行政裁判所に放

送周波帯の使用許可停止に対する不服を申立。 

・８日、ゲルマン大統領府副長官は、誰も「５カナル」を閉鎖

しないと発言。 

・９日、「５カナル」は、周波帯決定に際しＴＢｉ及び「５カナ

ル」が違反行為を行ったとするＴＶラジオ国家評議会の声明

を否定。 

▼その他 

・８日、閣僚会議は職員数を１０６１名から９８３名まで削減。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・７日、国家統計委員会は、２０１０年５月期の消費者物価が

対前月比０．６％低下したと発表。また、２０１０年５月期のイ

ンフレ率は対前年同期比８．５％であるが、４月期のインフレ

率９．７％、３月期１１％及び２月期１１．５％と比較して、イン

フレ率が緩やかになっているとも発表。 

・８日、ウクライナ中央銀行は、基準割引率を１０．２５％から

９．５％に引き下げたと発表。引き下げの理由として、２０１０

年第１四半期のＤＧＰ成長率が４．８％を記録していること、２

０１０年５月末のインフレ率が８．５％と緩やかになったことな

ど、マクロ経済に改善の兆しが見られていることを説明。 

▼政策 

・９日、アザーロフ首相は、地方・国有企業は、労働者への

未払い賃金を２０１０年末までに完済すべきと発言。 

・９日、ヤロシェンコ財務相は、閣僚会議は９日に税制改正

案を承認したと発表、また改正案では、企業の税負担が軽

減され、課税対象が簡素化されたと説明。また、アザーロフ

首相は、閣僚会議が承認した税制改正案では、２０１１年に

おける企業収益税を現行の２５％から２０％に引き下げる予

定である、また２０１２年以降２０１４年までに毎年１％の税率

引き下げを行い、２０１４年に税率は１７％となる見通しであ

ると発言。 

▼財政 

・８日、アザーロフ首相は、国家財政が安定した状況にあり、

２０１０年国家予算に関する法律で明記された財政赤字より

実際の財政赤字は小さいと発言。 

・９日、アザーロフ首相は、政府が議会に提出した新たな予

算法案により、地方財政の独立性が向上する見込みであり、

２０１１年には地方財政は１２０億グリブナ相当の追加収入を

得られる見込みであると発言。 

・９日、閣僚会議は、「国家環境政策のための戦略」を承認。

ボイコ環境保護相は、同戦略は、環境及び資源節約的な活

動のうち重要な側面を全てカバーしている、また国内規制を

ＥＵの環境基準に沿った内容にすることを想定していると説

明。 

・１０日、チギプコ副首相は、国家財政赤字を補てんするた

めにグリブナ通貨の供給量を増やすつもりはない、ＩＭＦを

含めた他の資金による補てんが必要であると発言。 
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・１０日、アザーロフ首相は、２０１０年１月～５月までの国家

財政赤字がＧＤＰ比１．４％であったと発表。 

・１１日、アザーロフ首相は、２０１１年国家予算の財政赤字

について、経済の回復傾向を考慮してＧＤＰ比４％ないし３．

５％とすることが可能であると発言。 

・１１日、アキーモヴァ大統領府副長官は、２０１０年１月～５

月までの国家財政収入が当初目標より８．８％上回ったと発

言。 

▼ＩＭＦ 

・８日、チギプコ副首相は、我々はＩＭＦと新しい協力プログ

ラムを持つことを確信していると発言。また、我々はＩＭＦか

ら融資の提供を受けないという選択肢も議論可能である、ロ

シアを含んだ二国間関係において融資の提供を受けるとの

選択肢もあると発言。 

・９日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ＩＭＦ資金は国家財政赤字

を補てんするためは使用しない、まずは金融部門の安定の

ために使用する予定であると発言。 

・９日、トムセンＩＭＦヨーロッパ局次長は、ウクライナの対外

債務は、現在ＧＤＰの４０％に相当する額に上り、ウクライナ

経済に深刻な影響を与えうると発言。 

・１０日、チギプコ副首相は、我々は秋前までにＩＭＦと合意

に達するべきであると発言。 

・１０日、アリエール駐ウクライナＩＭＦ代表は、９日にＩＭＦの

スタッフチームがヤヌコーヴィチ大統領、アザーロフ首相及

びハイレベル政府関係者と会合を持ったと発表。また、会合

では、２０１０年国家財政目標を達成するための財政政策、

国家債務を確実に低減傾向とするための政策、金融部門及

びエネルギー部門を中心とした構造改革などについて議論

が行われ、６月２１日にＩＭＦミッションがキエフを訪問し議論

を継続すると説明。 

▼対外関係 

・７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、世界経済危機によって各

種経済指標の悪化を経験したギリシャとの間で、二国間貿

易・経済協力を拡大することに関心があると発言。 

・１１日、カレトニク国家関税局長は、ウクライナはＷＴＯ加盟

国であり、ロシア、ベラルーシ及びカザフスタンの関税同盟

への参加は、ＷＴＯ原則に合致しないため現時点ではない

と発言。 

・１１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナとグルジアの貿

易・経済関係緊密化は両国にとって利益があり、緊密化に

関するプロジェクトが早急に文書化される予定であると発

言。 

▼ガス問題 
・７日、露ガスプロムとギリシャDESFA S.A.社は、「サウス・ストリ

ーム」のギリシャ領内部分での建設にあたる合弁企業の設立

を合意。 

・８日、ストックホルム仲裁裁判所は、 ２００９年１月にナフト

ガス社が、ロスウクルエネルゴ社との天然ガス貯蔵契約に違

反してガスを没収したと認定し、１１０億立方メートルの天然

ガスを以前と同条件で返却するよう命じる判決を発表。 

・９日、ボイコ燃料エネルギー相は、ストックホルム仲裁裁判

所の判決に関し、控訴あるいは和解の可能性を追求すると

発言。 

・１１日、ホロシコフスキー国家保安庁長官は、ストックホルム

仲裁裁判所の判決に関し、国家へ損害を与えたとして刑事

事件を告発。 

▼その他 

・５日、ライザー世界銀行ウクライナ・ベラルーシ・モルドバ

局長は、ウクライナの経済発展を抑制しているのは財政赤

字を伴った構造問題、例えば、ガスの購入価格と国内販売

価格の乖離、年金基金の収入と支出のアンバランスなどで

あると発言。 

・７日、ライザー世界銀行ウクライナ・ベラルーシ・モルドバ

局長は、道路交通安全を向上させるための支援をウクライナ

に提供する用意があると発言。また、本支援は、国連の「道

路交通安全の１０年（２０１１年～２０２０年）」に基づくこと、ウ

クライナにおける道路交通安全は複雑な状況にあり、西ヨー

ロッパと比較して交通事故死亡率が４倍も高いとも発言。 

・５日、コルナロＥＣヨーロッパ支援部長は、ウクライナを対象

として、２０１０年から２０１３にかけて少なくとも５億ユーロの

融資を計画していると発言。また、融資は、行政・経済改革、

ＥＵとのＦＴＡ、社会分野などに割り当てられるとも発言。 

３．外政 

▼６日、ヤヌコーヴィチ大統領のギリシャ訪問 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、パプーリアス・ギリシャ大統領と会

談し、経済危機の条件における二国間協力拡大に関する諸

問題を協議。ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナがギリシャと

の貿易経済協力拡大に関心があり、ギリシャはウクライナの重

要なパートナーであると発言。 

▼８日、ヤヌコーヴィチ大統領の第３回アジア信頼醸成

措置会議（ＣＩＣＡ）サミット参加（トルコ） 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、政治対話に対しオープンなウク

ライナは、アジア地域の問題解決に仲介役として貢献可能

と第３回アジア信頼醸成措置会議（CICA）サミットで演説。 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、ナザルバエフ・カザフスタン大

統領と会談、二国間関係強化及び二国間行動計画「ロード

マップ３」の進捗を協議、更に航空機製造、宇宙、エネルギ

ー分野での協力及びナザルバエフ大統領のウクライナ来訪

日程についても協議。 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、プーチン露首相と会談、二国間

関係を戦略的パートナーシップのレベルに引き上げること

で合意。両者は、船舶製造、原子力、燃料エネルギー等の

分野での協力を強化することで合意。 

▼９～１１日、ヴァシャッゼ・グルジア外相の来訪 
・１０日、グリシチェンコ外相は、ヴァシャッゼ・グルジア外相

と会談、二国間関係の実利化、特に経済分野での活発化を

協議し、今年中に経済協力問題に関するウクライナ・グルジ

ア政府間委員会を開催することで合意。両者は、航空便に
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関する政府間協定に署名。 

・１１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ヴァシャッゼ外相と会談、

貿易経済分野で二国間関係をさらに強化していくことで合

意。 

［ＧＵＡＭ］ 

・１０日、グリシチェンコ外相は、ＧＵＡＭがプロジェクト実現

のためのプラットフォームであるべきであり、加盟国が実利

を得られることの重要性を指摘した上で、ウクライナはＧＵＡ

Ｍのプロジェクトの実現に向け積極的に活動していくと発

表。 

・ヴァシャッゼ・グルジア外相は、ＧＵＡＭが具体的な目的と

実利的な課題を持つ活動的な国際組織へと変わるよう協力

していきたいとコメント。 

▼その他 

・５日、トルカチェフ露連邦院議員は、ウクライナがルシコフ・

モスクワ市長のペルソナ・ノングラータを解除したと発言。 

・１０日、ラヴリノーヴィチ法務相は、１０月に開催されるウクラ

イナ・ＥＵサミットまでに無査証渡航制度の行動計画が策定

される予定と発言。 

・１０日、外務省は、７月４～５日のクリントン米国務長官来訪

時に戦略パートナーシップに関する二国間委員会会合が開

催される予定と発表。 

４．防衛 

▼ＮＡＴＯ 

・１０日、ラスムセンＮＡＴＯ事務総長は、同日のＮＡＴＯ－ウ

クライナ委員会に先立ち、クリミアにおける露黒海艦隊駐留

期限延長は、地域における安全保障及びウクライナとＮＡＴ

Ｏとの関係発展に影響を与えるとは考えていないと発言。 

▼海賊被害 

・８日、外務省は、現在ソマリアの海賊に拿捕されている船

舶４隻（Frigia, Eleni P, Asian Glory, Marida Marguerite）に搭

乗しているウクライナ人の健康に異常はなく、船内には十分

な食料、飲料水及び燃料があると発表。 

・１１日、外務省は、１月にソマリアの海賊に拿捕されたイギリ

ス船籍の「Asian Glory」が解放されたと発表。同船舶には、ウ

クライナ人１０名、ブルガリア人８名、インド人５名及びルー

マニア人２名が搭乗。 

▼イラクへの武器輸出 

・１１日、インターファクス通信は、アントノフ３２航空機が９月

に、ＢＴＲ－４装甲兵員輸送車が１０月にイラクに輸出される

予定であると報道。 

▼その他 

・１０日、ペドチェンコ参謀総長兼軍司令官は、今年ウクライ

ナとロシアは２４回の合同演習等を計画しており、その内１３

回はウクライナ国内で実施されると発言。

 

Ｂ．その他の動き 

 

６／８ （火） 

・ウクライナ軍とベラルーシ軍が、共同防空演習を実施。 

６／９ （水） 

・オゼロフ露連邦院国防安全保障委員長は、露黒海艦隊の船

員数は２４，０００人未満になると発言。 

６／１０ （木） 

・米空軍代表団が、飛行安全及び航空事故防止に関する情

報交換のため、ビンニッツァのウクライナ空軍航空輸送旅団

を訪問。 

６／１１ （金） 

・アントノフ社は、アントノフ２２５輸送機が世界最長の貨物空

輸記録を達成したと発表。長さ４２．１メートルの風車の羽を中

国からデンマークに空輸したもの。 

（了） 


